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はじめに 

 

平成26年度の「昭島市の財政」がまとまりました。 

 

平成２6年度の一般会計決算は、歳入総額446億4千万円、歳出総額433億6千万円で、形

式収支は12億9千万円の黒字となり、翌年度へ繰り越すべき財源を差し引いた実質収支にお

いても12億6千万円の黒字となりました。歳入では市税収入が前年度を上回ったものの、普

通交付税の減もあり、歳出における扶助費、公債費及び普通建設事業費などの増加を賄うに

は至らず、臨時財政対策債の借入れにより財源を補塡することで、収支の均衡を図った決算

となっています。 

 

本市では、厳しい財政状況が続く中で、平成6年度から事務事業の見直しや職員数の削減な

どの行財政改革に取り組んできました。しかしながら、これまでの長年にわたる行財政改革

の取り組みにもかかわらず、喫緊かつ重要な課題は山積し、市を取り巻く行財政環境は、極

めて厳しい局面に立ち至っています。このような状況下においても、市民サービスの向上を

図るとともに、新たな行政課題に対応していくためには、これまで以上に行財政改革を推進

し、自主自立の行財政運営の確立に努めていかなければなりません。 

今後も第四次昭島市中期行財政運営計画に基づき引き続き行財政改革を推進するとともに、

限られた財源の効率的・効果的な執行により財政基盤の強化に努め、第五次昭島市総合基本

計画における将来都市像である『ともにつくる 未来につなぐ 元気都市 あきしま』の実

現に向け、まちづくりのあらゆる分野で市民の皆様のご期待に応えてまいりたいと存じます。 

 

この小冊子は、平成26年度の普通会計決算に基づき作成しました。また、地方公共団体の

財政の健全化に関する法律に基づく健全化判断比率・資金不足比率の概要も掲載しています。

この小冊子が、本市の財政状況をご理解頂くうえでの一助となれば幸いです。 

 

引き続き市政運営に対しまして、ご理解とご協力をお願い申し上げます。 

 

平成27年9月 

 

昭 島 市 

 

 

-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・ 

※ 平成26年度は、平成26年4月1日から平成27年3月31日までの期間です。なお、平成27年4月1日から5月31日

までの出納整理期間の収支は、年度末までに終了したものとして処理しています。 

※ 各表の計数は、原則として表示単位未満を四捨五入し、端数整理をしていないため、合計額等と一致しな

いことがあります。 

※ 原則として、普通会計の決算数値を使用しています。普通会計とは、決算統計上の会計で、総務省で定め

る基準により決算数値を整理したもので、各地方公共団体間の相互比較や時系列比較が可能となるよう、全

国統一に用いられる会計です。 

※ 本書中の「26市」とは、昭島市を含む東京都内26市です。 

-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・-・ 
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財政規模 

歳入決算額の状況 

 

 

 

 

歳入決算額を市民一人当たりに換算すると・・・396,029円 

  

   

市税 

 １７１，３２８円 

 

市民税、固定資産税、都

市計画税などの税金 

 

国都支出金 

 １３７，６９０円 

 

特定の事業のために国や

都から支出されるお金 

 

その他           ６１，３６０円 

 

☆繰入金…基金や特別会計から一般会計に繰り入れられるお金 

 

☆地方交付税（普通交付税）…地方公共団体間での財源の均衡

化を図るため、国から交付されるお金 

 

☆分担金及び負担金…保育料など、市が行う特定の事業により利

益を受ける人が、その事業のために支払うお金 

 

☆各種交付金など…各種法令で定められた一定基準によって国や

都から市へ配分されるお金 

 

☆諸収入など…各種事業参加者負担金、有価物売却収入など 

市債 

  １７，６１０円 

 

建設事業などを行う際に

国・都・銀行などから長期

にわたり借り入れるお金 

 

使用料及び手数料 

    ８，０４１円 

 

自転車駐車場など市の施

設の使用料や、住民票・

税証明書などの手数料 

 

歳入総額 

446 億 

4312 万円 

市税 

193 億 

1324 万 7 千円 

(43.3％) 

国庫支出金 

96 億 

7123 万 2 千円 

(21.7％) 

都支出金 

58 億 

5024 万 1 千円 

(13.1％) 

市債 

19 億 

8510 万円 

(4.4％) 

繰入金 

13 億 5539 万円 

(3.0％) 

地方交付税 

7 億 2054 万 4 千円 

(1.6％) 

分担金及び負担金 

5 億 3210 万 1 千円 

(1.2％) 

使用料及び手数料 

9 億 647 万 8 千円 (2.0％) 

諸収入など 20 億 3534 万 5 千円 (4.6％) 

内訳 

繰越金 13 億 7151 万 4 千円  

諸収入  6 億 2020 万 8 千円 など 

各種交付金など 22 億 7344 万 2 千円 (5.1％) 

内訳 

地方消費税交付金   15 億 1338 万 3 千円 

地方譲与税       1 億 6749 万 4 千円 

配当割交付金      1 億 5415 万円 

株式等譲渡所得割交付金 1 億 2958 万 4 千円 など 

内訳 

 個人市民税 

 67 億 7974 万 1 千円 

 法人市民税 

 18 億 4103 万 7 千円 

 固定資産税 

 82 億 6852 万 1 千円 

 軽自動車税 

    9035 万 6 千円 

 市たばこ税 

  8 億 5702 万 1 千円 

 都市計画税 

 14 億 7657 万 1 千円 
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目的別歳出決算額の状況 

 

 

 

目的別歳出決算額を市民一人当たりに換算すると・・・３８４，６０４円 

市民一人当たり目的別分類 

    

    

民生費 

 １７６，０４０円 

 

障害者や高齢者に対す

る社会福祉、児童福祉、

生活保護などの費用 

総務費 

  ４２，４３５円 

 

庁舎管理、徴税、統計、

選挙事務、戸籍、住民登

録などの費用 

教育費 

  ４４，７４２円 

 

小・中学校教育、社会教

育、市民会館・公民館活

動、スポーツ振興などの

費用  

衛生費 

  ２８，８２１円 

 

ごみ処理、保健衛生、予

防接種、環境衛生などの

費用 

 

土木費 

  ４７，９０７円 

 

道路の新設・維持管理、

市街地・公園整備などの

費用 

 

消防費 

  １３，２４４円 

 

消防活動、災害対策など

の費用 

 

公債費 

  ２２，５７８円 

 

市債（市が借り入れたお

金）の返済のための費用 

 

その他 

   ８，８３７円 

 

市議会運営、労働、農

業、商工振興、観光など

の費用 

 

歳出総額 

433 億 

5521 万 5 千円 

民生費 

198 億 

4442 万円 

(45.8％) 

総務費 

47 億 

8363 万 2 千円 

(11.0％) 

教育費 

50 億 

4368 万 2 千円 

(11.6％) 

衛生費 

32 億 

4895 万 8 千円 

(7.5％) 

土木費 

54 億 

38 万 1 千円 

(12.5％) 

消防費 

14 億 9296 万円 

(3.4％) 

労働費 

3 億 8336 万 2 千円(0.9％) 

議会費 

3 億 6800 万 9 千円(0.9％) 

その他 (0.5％) 

 内訳：商工費 1 億 8890 万 1 千円 

     農林費   5577 万 9 千円 

公債費 

25 億 

4513 万 

1 千円 

(5.9％) 
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性質別歳出決算額の状況 

 

 

 

 

性質別歳出決算額を市民一人当たりに換算すると・・・３８４，６０４円 

市民一人当たり性質別分類 

    

    

人件費 

物件費 

扶助費 
補助費等 

普通建設事業費 

公債費 

繰出金 

その他 

人件費 

  ５２，９７７円 

 

市長や市職員の給料、議

員・委員報酬など 

 

物件費 

  ５２，２００円 

 

賃金や委託料、公共施設

の管理費など 

 

扶助費 

 １２１，７３３円 

 

生活保護費、児童手当、

保育所運営費など 

 

補助費等 

  ２６，３２９円 

 

東京消防庁への消防事

務委託金や他団体(自治

会など)への補助金など 

 

普通建設事業費 

  ３６，９２８円 

 

道路の新設・改良や校舎

の改築工事費など 

 

公債費 

  ２２，５７８円 

 

市債（市が借り入れたお

金）の返済のための費用 

 

繰出金 

  ３９，７４６円 

 

国民健康保険、下水道事

業など特別会計へ支出さ

れる経費 

 

その他 

  ３２，１１３円 

 

維持管理費、積立金、貸

付金、出資金など 

 

歳出総額 

433 億 

5521 万 5 千円 

59 億 

7196 万 5 千円 

(13.8％) 

58 億 

8431 万 9 千円 

(13.6％) 

137 億 

2258 万 9 千円 

(31.7％) 

29 億 

6794 万 2 千円 

(6.8％) 

41 億 6276 万 8 千円 

(9.6％) 

25億4513万1千円 

(5.9％) 

44 億 

8045 万 9 千円 

(10.3％) 

その他 36 億 2004 万 2 千円 (8.3％) 

内訳 積立金    34 億 2742 万 2 千円 

維持補修費   1 億 8362 万円 

   貸付金            600 万円 

   出資金            300 万円 
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平成26年度 昭島市の主な事業 

昭島市では、第五次昭島市総合基本計画の施策大綱に基づき、『元気都市 あきしま』を実現す

るため、次のような事業を行いました。 

 

松原町コミュニティセンター開館 玉川備蓄倉庫新築工事
40,618千円 64,420千円

自主防災組織震災時活動マニュアル策定支援 街頭防犯カメラ設置
2,322千円 2,250千円

がん検診 認定こども園整備費補助
112,877千円 328,468千円

拝島第一学童クラブ整備 臨時福祉給付金支給
135,325千円 255,989千円

中学生英語キャンプ 小・中学校体育館防災機能強化工事
1,840千円 408,473千円

中神小除湿温度保持機能復旧工事 スポーツ力向上
231,001千円 459千円

昭島市と岩泉町との地球環境保全のための連携 住宅用新エネルギー機器等普及促進補助
2,851千円 4,800千円

拝島駅南口自転車等駐車場整備 東中神駅自由通路等整備
1,029,618千円 98,983千円

都市計画道路３・４・１号整備 都市計画道路３・４・２号整備
153,032千円 166,261千円

昭島市民くじら祭の開催 昭島ブランド・フードグランプリの開催
11,500千円 3,497千円

市制施行60周年記念式典の開催 ベートーヴェン「第九」演奏会
2,369千円 3,000千円

市 制 施 行 60 周 年 記 念 事 業

心 ゆ き か う あ き し ま （ 明 る い 地 域 社 会 の 形 成 ）

と も に 支 え あ う あ き し ま （ 健 康 と 福 祉 の 充 実 ）

環 境 を つ な ぐ あ き し ま （ 循 環 型 社 会 の 形 成 ）

未 来 を 育 む あ き し ま （ 教 育 ・ 文 化 ・ ス ポ ー ツ の 充 実 ）

基 盤 を 築 く あ き し ま （ 快 適 な 都 市 空 間 の 整 備 ）

躍 動 す る あ き し ま （ 産 業 の 活 性 化 ）
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17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

億円 

年度 

実質収支及び単年度収支の推移 

実質収支 
単年度収支 

決算規模の推移 

平成26年度の決算は、歳入歳出ともに前年度を大幅に上回り、平成22年度以来の400億円を超

える大規模決算となりました。 

歳入においては、法人市民税、固定資産税などの増収により市税が対前年度比6億6千万円の増、

扶助費をはじめとした国庫補助事業の増加に加え、立川基地跡地昭島地区整備費負担金の収入があ

ったことから国庫支出金が対前年度比21億1千万円の増、土地開発基金を廃止し残高を繰り入れた

ことなどにより繰入金が対前年度比11億2千万円の増、繰越金が対前年度比6億4千万円の増とな

ったことから、総額では対前年度比約48億4千万円の増となりました。 

歳出においては、消費税率の引き上げに伴う臨時福祉給付金及び子育て世帯臨時特例給付金の支

給などにより扶助費が対前年度比6億1千万円の増、立川基地跡地昭島地区整備費国庫負担金を基

金に積み立てたことなどにより積立金が対前年度比23億5千万円の増となったことに加え、拝島駅

南口自転車等駐車場整備事業などの実施により普通建設事業費が対前年度比13億円の増となった

ことから、総額では対前年度比49億2千万円の増となりました。 

 

実質収支及び単年度収支の推移 

実質収支✐は12億6千万円の黒字となり、

都内の全市と同様に黒字を保っています。な

お、前年度からの繰越金を除いた単年度収支

✐は9千万円の赤字となりました。 

 

 

 

 

 

 

✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐ 用語解説 ✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐ 

実質収支 

 

： 歳入から歳出を単純に引いた｢形式収支｣から、翌年度に繰り越すべき財源を控除した決算剰余

金。(赤字の場合は純損失) 

※実質収支＝歳入決算額－歳出決算額－翌年度へ繰り越すべき財源 

単年度収支 ： ｢実質収支｣は前年度以前の収支の累積であるのに対し、単年度収支は当該年度だけの収支を捉

えるものです。 

※単年度収支＝実質収支－前年度実質収支 
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歳入決算額の推移 

平成26年度の歳入は446億4千万円で、対前年度比48億4千万円の増となりました。この要因

は、地方交付税の減や諸収入の減などがあるものの、法人市民税、固定資産税などの増収による市

税の増、補助対象となる扶助費の増加に加え立川基地跡地昭島地区整備費負担金の収入があったこ

とによる国庫支出金の増、土地開発基金を廃止し残高を繰り入れたことなどによる繰入金の増など

によるものです。 

 

 

 

市税は、市の基幹的収入で歳入全体の43.3％を占めています。平成26年度の決算額は193億1

千万円で、対前年度比6億6千万円の増となりました。また、国庫支出金と都支出金は、市税の次

に多く、合計で歳入全体の34.8％を占めています。これらの支出金は国の政策による事業や普通

建設事業などの補助対象事業費により毎年変動します。平成26年度の決算額は155億2千万円で、

対前年度比24億3千万円の増となりました。 

その他の歳入は、地方消費税交付金などの各種交付金のほか、地方交付税、諸収入、繰越金、繰

入金などが挙げられます。平成26年度は、地方交付税の減や諸収入の減があるものの、土地開発

基金を廃止し残高を繰り入れたことなどにより繰入金が対前年度比11億2千万円の増、前年度繰越

金が対前年度比6億4千万円の増、また、消費税率の引き上げに伴い地方消費税交付金が対前年度

比3億1千万円の増となったことなどにより、総額では対前年度比16億3千万円の増となりました。 
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市税の推移 

平成26年度の市税収入は193億1千万円

で、対前年度比6億6千万円、3.5％の増と

なりました。個人市民税が微減となった一方

で、法人市民税は企業収益の改善により対前

年度比6億3千万円の増、固定資産税は住宅

用地据置特例の廃止や家屋の新増築等によ

り対前年度比7千万円の増となったことか

ら、総額では増となりました。 

 

 

 

 

市税の徴収率向上は税負担の公平性や歳

入確保のための重要な課題です。市では平成

19年度より「市税等収納対策本部」を設置、

平成24年度からはコンビニ収納、平成25年

度からはクレジットカード決済による納税

を導入するなど、市民の納税機会の拡充や、

利便性の向上にも努めています。 

これらの取組により、市税の徴収率は、平

成22年度から上昇に転じ、平成26年度は対

前年度比0.5ポイント増の97.1％となりま

した。これは26市平均徴収率97.0％に比べ、

0.1ポイント高い数値です。また、市税滞納

額も減少し、平成26年度は対前年度比1億

円減の6億円となっています。 

 

 

平成26年度の個人市民税の市民一人当た

りの負担額は60,143円で、26市の平均

71,765円に比べ11,622円低く、また、法

人市民税や固定資産税などを含めた市税全

体 の 市 民 一 人 当 た り の 負 担 額 で も

171,328円となり、26市の平均173,524

円に比べ2,196円低い水準となっています。 
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地方交付税の推移 

昭島市は、平成16年度から、地方交付税✐

のうち普通交付税✐が交付されない不交付

団体となりましたが、平成22年度より再び

交付を受けることとなり、平成26年度は対

前年度比2億2千万円減の5億9千万円が交

付されました。これは国の基準上の財政需要

が増となったものの、法人市民税の増に加え、

消費税率引上げにより地方消費税交付金が

増となるなど、財政収入の増が財政需要の増

を上回ったため、財源不足額が減少した影響

によります。 

なお、国の交付税財源の不足により、平成13年度から国が交付税として交付すべき金額の一部を、

地方自治体が借金（臨時財政対策債）して賄うように制度が変更され、財源不足額の一部しか普通

交付税の交付を受けられない状況となっています。平成26年度は、算定上の財源不足額が約18億

円なのに対し、普通交付税は約6億円、残りの約12億円を臨時財政対策債で賄う形になっています。 

特別交付税は、普通交付税の算定とは別に、災害や基地対策経費など特別な事情による歳出に対

して交付されます。平成26年度は、1億3千万円の交付を受けました。 

一般財源の推移 

一般財源には、市税、地方譲与税、各種交付金や地方交付税に加え、臨時財政対策債（赤字地方

債）などがあります。国都支出金や使用料、手数料などの使途が限定されている特定財源とは違い、

地方自治体が自由に使えるお金で、一般的に歳入総額に占める一般財源の比率が高ければ高いほど、

財政の自立性・弾力性が高いといえます。 

平成26年度の一般財源は、市税や前年度繰

越金の増などが影響し、281億1千万円とな

り、対前年度比31億円増加しました。一方

で、特定財源は、国・都支出金及び建設事業

債の借入れなどが増加したものの対前年度

比17億4千万円の増に留まり、一般財源ほ

どの増とはならなかったことから、一般財源

比率✐は63.0％となり、0.2ポイントの増と

なりました。 

✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐ 用語解説 ✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐ 

地方交付税 ： 普通交付税と特別交付税とがあり、その財源は、法人税、所得税、消費税、酒税、たばこ税の国税

5税の一定割合と、国の一般会計からの加算や交付税特別会計における借入金です。このうち94%

が普通交付税として、6%が特別交付税として交付されます。 

普通交付税 ： 地方自治体の財源を保障する機能と調整する機能があり、国の基準に基づいて算定した標準的

な歳入額が標準的な歳出額に対して不足する自治体に交付されます。 

一般財源比率 ： ※一般財源比率 ＝ 一般財源 ／ 歳入総額 

歳入に占める一般財源の比率が高いほど、自治体が独自の事業を展開することができることを示

しており、財政の健全性を見る指標の一つになります。 
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自主財源・依存財源の推移 

平成26年度の自主財源✐の総額は241億

4千万円で、歳入総額に占める割合は

54.1％となっています。平成26年度は市税

収入などの増に伴い自主財源額は増加した

ものの、国・都支出金や地方消費税交付金

の増などにより依存財源が自主財源以上に

増加したため、自主財源比率✐は、対前年

度比1.0ポイント減少しました。 

市の歳入は依然として国・都支出金や市債

などの依存財源に頼った財政構造になって

おり、財政の自立性がその分失われていることを示しています。自主財源比率の26市平均は

57.7％で、本市は平均を3.6ポイント下回っています。 

国・都支出金の推移 

平成26年度の国・都支出金✐は合計で155

億2千万円、歳入全体に占める割合は34.8％

になっています。このうち生活保護費や児童

手当、保育所運営費などの扶助費に充てられ

た金額は97億円で、国・都支出金総額の約6

割を占めています。この額は生活保護費や障

害者自立支援給付費などの増により、対前年

度比5億5千万円の増になっており、平成18

年度以降7年連続で増え続けています。 

また、平成26年度の普通建設事業費への充

当額は、拝島駅南口自転車等駐車場整備事業

や認定こども園整備費補助、中神小除湿温度

保持機能復旧工事などに伴い、対前年度比3

億2千万円の増となる20億6千万円となりま

した。 

 

 

✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐ 用語解説 ✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐ 

自主財源 ： 市税、分担金及び負担金、使用料・手数料、財産収入など、市が独自に収入できる財源。自主財源

の比率が高いほど、行政の自主性と安定性が確保されることになります。 

依存財源 ： 地方交付税、地方譲与税、国･都支出金、市債など、国や都から交付される財源。 

自主財源比率 ： ※自主財源比率 ＝ 自主財源 ／ 歳入総額 

国・都支出金 ： 法令により自治体への支出が義務付けられている「負担金」：生活保護費負担金など 

一定の政策目的の遂行又は奨励のために交付される「補助金」：学校施設環境改善交付金など 

国の事務が自治体に委託されたときに事務経費として交付される「委託金」：国民年金事務取扱費

委託金など 
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財源不足への対応 

長引く景気の低迷により市税収入などに大

きな伸びが見込めない中、歳出においては、

生活保護受給者や保育所入所者数の増加など

により、扶助費は長期間にわたり増加傾向に

あります。また、平成25年度の国民健康保険

料の改定により、一般会計から国民健康保険

特別会計への赤字補塡額は縮小したものの、

高齢化社会の進展により、国民健康保険特別

会計や介護保険特別会計、後期高齢者医療特

別会計への繰出金についても、今後増加して

いくことが見込まれます。 

 

このような財政環境の中で、収支の均衡を図

るため、財源不足に対しては平成3年度以降、

赤字地方債の借入れや基金の取崩しにより対

応してきました。 

平成26年度は市債と基金のバランスを考慮

する中で、赤字地方債である臨時財政対策債

の借入れを対前年度比3億3千万円減の11億

5千万円としました。一方で基金は、平成27

年度以降の財政需要に備え、特定事業のため

の基金の取崩しに留め、財政調整基金等、財

源補塡のための取崩しは行わないこととしま

した。その結果、平成26年度末には財政調整

基金の残高が39億4千万円、赤字地方債の残

高が124億2千万円となっています。 

 

今後、赤字地方債の償還が将来の財政運営の重石とならないよう、また、財政調整基金の枯渇を

招くことのないよう、赤字地方債の借入れ及び財政調整基金の取崩しに極力頼らない財政運営をし

ていくことが望まれます。また、平成27年度以降、大規模普通建設事業も控えていることから、

建設事業債と公共施設整備資金積立金についても、長期的な視野から残高を見込み、計画的に活用

していかなければなりません。引き続き、基金の取崩しと市債の借入れのバランスに配意しながら、

財政運営を行っていく必要があります。 
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歳出決算額の推移 

平成26年度の歳出は433億6千万円で、消費税率の引き上げに伴う臨時福祉給付金及び子育て世

帯臨時特例給付金の支給などによる扶助費の増、立川基地跡地昭島地区整備費国庫負担金を基金に

積み立てたことなどによる積立金の増、拝島駅南口自転車等駐車場整備事業など普通建設事業費の

増などにより、対前年度比49億2千万円の増となりました。 

性質別歳出額の推移 

「性質別分類」とは、経費を経済的な性質別に分類をしたものです。 

義務的経費✐である人件費✐、扶助費✐及び公債費✐のうち、人件費は退職手当の増などにより

対前年度比2千万円の増となりました。また、扶助費は増加し続けており、平成16年度以降は義務

的経費のうち最大の歳出項目となっています。平成26年度も消費税率の引き上げに伴う臨時福祉

給付金及び子育て世帯臨時特例給付金の支給により、対前年度比6億1千万円の増となりました。 

普通建設事業費✐については、拝島駅南口自転車等駐車場整備事業、認定こども園整備費補助、

中神小除湿温度保持機能復旧工事などにより、対前年度比13億円の増となっています。 

なお、平成26年度は、基金への積立額が対前年度比23億5千万円の増となったことにより、そ

の他の歳出が大幅な増となりました。 

 

✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐ 用語解説 ✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐ 

義務的経費 ： 地方公共団体の歳出のうち、その支出が義務付けられ任意に削減できない経費をいい、人件費、

扶助費及び公債費の三つの経費がこれにあたります。 

人件費 ： 職員、議員や非常勤職員に対し勤労の対価、報酬として支払われる経費です。 

扶助費 ： 社会保障制度(生活保護法・児童福祉法等)の一環として、現金や物品等を支給する経費です。 

公債費 ： 市が借り入れた借金(地方債)の元金及び利子の償還額(返済額)です。 

普通建設事業費 ： 施設建設や道路建設及び土地取得など財産(社会資本)を形成する事業に使われる経費です。 
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人件費の推移 

平成26年度の人件費✐の決算額は59億7千万円で、対前年度比2千万円、0.3％増加しました。

この要因は、行財政健全化の取組による職員数の減により職員給✐は減になったものの、退職者数

の増により退職手当が増加したことなどによるものです。 

昭島市では平成6年度からの行財政健全化の取組などにより、職員数においては平成6年度の

989人をピークに336人の削減をするなど、人件費の圧縮を行ってきました。 

 

 

 

平成26年度決算では、市民一人当たりの人件費は52,977円となり、26市の平均52,629円と

比較して348円高い結果となりました。引き続き人件費の抑制に努めていくことが課題となってい

ます。 

 

 

 

✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐ 用語解説 ✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐ 

人件費 ： 職員、議員や非常勤職員に対し勤労の対価、報酬として支払われる経費です。 

職員給 ： 一般職職員の給与費で、退職手当を除く職員手当なども含んでいます。 
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扶助費の推移 

平成26年度の扶助費の決算額は137億2千万円で、対前年度比6億1千万円、4.6％の増となって

います。また、性質別歳出における最大の歳出項目となっています。 

これは増加傾向が続く生活保護費や、障害者自立支援給付費の増に加え、消費税率の引き上げに

伴い、臨時福祉給付金及び子育て世帯臨時特例給付金が平成26年度に支給されたことが要因とな

っています。 

 グラフからも分かるとおり、扶助費の決算額は増加し続けており、扶助費のあり方については、

給付水準や給付と負担のバランスなどについて幅広い論議が必要となっています。 

 
✐扶助費各項目については、下欄の用語解説を参照 

 

市民一人当たりの扶助費は

121,733円となりました。これ

は26市の平均102,828円と比

較すると18,905円も高く、26

市中多い方から4番目の水準で

す。本市の扶助費の負担額は他

市に比べて大きいことが分かり

ます。 

 

 

 

 

✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐ 用語解説 ✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐ 

扶助費 ： 社会保障制度(生活保護法・児童福祉法等)の一環として、現金や物品等を支給する経費です。 

児童福祉費 ： 保育所の運営費や児童手当等です。子育て世帯臨時特例給付金を含みます。 

生活保護費 ： 生活保護費：生活保護法による生活、教育、医療扶助等です。 

社会福祉費 ： 身体、知的障害者等への支援費等です。臨時福祉給付金を含みます。 

45 47 49 50 53 
66 69 68 68 70 

29 28 28 29 
31 

35 
37 41 42 42 

9 9 11 11 
12 

14 
15 

18 19 
23 

86 87 90 92 
98 

117 
124 

129 131 
137 

0

50

100

150

17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

億円 

年度 

扶助費の推移 

児童福祉費 生活保護費 社会福祉費 老人福祉費 その他 

78 79 81 83 88 

105 
111 114 116 

122 

60 62 
65 

67 
72 

89 
95 95 

98 
103 

96 99 
106 

129 
136 138 137 140 

41 43 
48 

63 68 
67 

71 
76 

40

80

120

160

17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

千円 

年度 

市民一人当たりの扶助費 

昭島市 26市平均 最高 最低 

最大値：武蔵村山市 

最小値：狛江市 



 

 

  
14 

 

  

扶助費の内訳 

扶助費のうち、主な事業の利用者一人当たりのサービス受給額では、障害者施設や老人ホームな

どの施設入所費や、生活困窮者への生活費などの扶助を主とする生活保護費の受給額が高くなって

います。 

また、サービス受給額は、国や都が負担している部分と、利用者が負担している部分、市が負担

している部分に分けられます。事業によっても異なりますが、サービス受給額のうち概ね1/2～

1/4を市が負担しており、その財源は市税などの一般財源が充てられています。 

（単位：千円）

かかった
費用の総額

サービスを
受けた人

1人又は１世帯

のサービス額

左のうち
市負担額

市負担割合

66,403 156人 426 106 24.9%

119,294 19人 6,279 1,570 25.0%

401,291 154人 2,606 635 24.4%

93,421 71人 1,316 326 24.8%

35,968 48人 749 220 29.4%

4,240,406 2,410人 1,760 299 17.0%

54,489 27人 2,018 1,700 84.2%

3,574,445 2,468人 1,448 480 33.1%

1,788,950 7,913世帯 226 37 16.4%

470,984 989世帯 476 318 66.8%

主な事業

障

害

者

支

援

の

主

な

サ

ー

ビ

ス

居宅介護給付費

重度訪問介護給付費

生活介護給付費

施設入所支援給付費

児童手当

児童扶養手当

短期入所給付費

生活保護費

老人保護措置費

保育所費

※「サービスを受けた人」については、障害者支援の主なサービスは平成27年3月の利用者数、生活保

護費、老人保護措置費及び児童扶養手当については平成26年度末の実人員数又は実世帯数、保育所費は

平成27年3月1日現在の実人員数、児童手当は平成27年2月末日現在の実世帯数を使用し、算出しまし

た。 

✐各項目については、下欄の用語解説を参照 

✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐ 用語解説 ✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐ 

居宅介護給付費 ： 自宅において、入浴、排せつ、食事などの介護等を行うための費用 

重度訪問介護給付費 ： 重度の肢体不自由があり常に介護を必要とする方に、自宅で、入浴、排せつ、食事などの介護及

び外出時における移動支援などを総合的に行うための費用 

生活介護給付費 ： 常に介護を必要とする人に、主に昼間において、入浴、排せつ、食事などの介護等を行うとともに、

創作的活動又は生産活動の機会を提供するための費用 

施設入所支援給付費 ： 施設に入所する人に、夜間や休日において、入浴、排せつ、食事などの介護等を行うための費用 

短期入所給付費 ： 自宅で介護をする人が病気の場合などに、短期間、施設において入浴、排せつ、食事などの介護

等を行うための費用 

生活保護費 ： 生活保護法による生活扶助、医療扶助、教育扶助等 

老人保護措置費 ： 養護老人ホームへ、一定の要件に該当する高齢者が入所するための費用 

保育所費 ： 児童の保育所への入所にかかる費用 

児童手当 ： 中学校修了前までの子どもを養育している保護者等への手当 

児童扶養手当 ： ひとり親家庭等の児童の養育を援助するための手当 
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公債費の推移 

平成26年度の公債費✐の決算額は25億5千万円で、対前年度比3千万円、1.4％の増となりまし

た。これは、平成7年度に借り換えた減税補塡債などの償還が上半期で終了したことなどによる減

があるものの、平成22年度に借り入れた環境コミュニケーションセンター整備事業債や臨時財政

対策債の元金償還が始まったことに伴う増によるものです。 

公債費は、清掃センター建設事業債が順次償還満了を迎え平成22年度まで下降していましたが、

近年は環境コミュニケーションセンター整備事業や拝島駅周辺整備事業などの大規模普通建設事

業の実施に伴い借り入れた建設事業債の元金償還が順次始まっていること、また財源不足を補塡す

るため、赤字地方債である臨時財政対策債✐の借入れを行っていることから、平成23年度から上

昇に転じました。今後も大規模建設事業の実施や、職員の大量退職に対応するため、厳しい財政運

営が見込まれることなどから、公債費の今後の動向をしっかりと把握する必要があります 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民一人当たりの公債費は22,578円とな

り、26市の平均21,966円に比べ612円高

い水準で、26市中少ない方から13番目です。

本市の公債費の負担額は他市と比べても平

均的な水準ですが、今後も大規模建設事業の

実施等により市債の借入れが予定されてお

り、その動向は注視が必要です。 

 

 

 

 

 

✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐ 用語解説 ✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐ 

公債費 ： 市が借り入れた借金(地方債)の元金及び利子の償還額(返済額)です。 

臨時財政対策債 ： 地方財源の不足に対処するため、特例措置として地方交付税算定上の一定の数値により発行を

許可される地方債です。 
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普通建設事業費の推移 

平成26年度の普通建設事業費✐の決算額

は41億6千万円で、対前年度比13億円、

45.5％の増となりました。その要因として

は、拝島駅南口自転車等駐車場整備事業、認

定こども園整備費補助、中神小除湿温度保持

機能復旧工事の実施などが挙げられます。普

通建設事業費は年度ごとの事業計画などに

より大きく変動します。市民一人当たりの負

担額は36,928円で、26市の平均34,978

円と比較して1,950円高い水準となってい

ます。 

 

平成26年度の普通建設事業費に対する一

般財源✐の充当額は8億2千万円で、普通建

設事業費総額に占める割合は19.7％です。

事業費の約８割は国や都からの補助金や市

債の借入れにより対応している状況で、これ

は普通建設事業費などの投資的経費に一般

財源をまわす財政的な余裕がなくなってい

ることの表れでもあります。 

 

 

 

 

平成26年度は国及び東京都の補助制度を活用する中

で、拝島駅南口自転車等駐車場整備事業を完了するな

ど拝島駅周辺整備事業の進捗を図ったほか、また、認

定こども園の整備工事費や保育施設の新築工事費への

補助による子育て環境の充実を進めるなど、厳しい財

政状況の中においても、『元気都市 あきしま』の実

現に向けたまちづくりを進めました。 

 

 

 

✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐ 用語解説 ✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐ 

普通建設事業費 ： 施設や道路の建設及び土地取得など財産(社会資本)を形成する事業に使われる経費です。 

一般財源 ： 使途が特定の目的に限定されていないどんな経費にも自由に使える財源のことで、市税、地方交

付税、利子割交付金、地方消費税交付金などが主なものです。 
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その他の経費（物件費・補助費等・繰出金） 

その他の経費には、物件費✐、補助費等✐、

繰出金✐、維持補修費及び積立金などが挙げ

られます。平成26年度のその他の経費の決

算額は169億6千万円で、対前年度比29億

7千万円、21.2％の増となっています。 

 

物件費は58億9千万円で、対前年度比1億2

千万円、2.0％の増となりました。これは税

や福祉の制度改正に伴うシステム改修等経

費や臨時福祉給付金・子育て世帯臨時特例給

付金支給事務経費が主な要因となっていま

す。市民一人当たりの物件費は52,200円で、26市の平均52,151円より49円高い水準となって

います。物件費については、市民サービスの維持向上と行政運営の効率化を図るため、積極的に民

間委託を推進している中で、今後増加していくことが見込まれますが、今般の財政状況を考慮し、

なお一層の抑制に取り組む必要があります。 

 

補助費等については29億7千万円で、対前年度比1億8千万円、6.3％の増となっています。これ

は私立幼稚園就園奨励費の増などによるものです。 

 

繰出金は44億8千万円で、対前年度比3億

1千万円、7.5％の増となりました。 

国民健康保険特別会計への繰出金は、対前

年度比1億5千万円、9.4％の減となりました

が、依然として財源補塡などのために14億

2千万円という多額の繰出金を支出してい

ます。 

また、介護保険特別会計へ11億3千万円、

後期高齢者医療会計へも10億5千万円を繰

り出すなど、一般会計を圧迫する要因となっ

ており、抑制が課題となっています。 

 

 平成26年度はこのほか、立川基地跡地昭島地区整備費国庫負担金を立川基地跡地昭島地区周辺

都市基盤整備基金に、廃止した土地開発基金の残高相当額を公共施設整備資金積立基金に、それぞ

れ積み立てたため、積立金が対前年度比23億5千万円の大幅な増となりました。 

 

 

✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐ 用語解説 ✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐ 

物件費 ： 人件費、維持補修費、扶助費、補助費等以外の消費的性質の経費の総称です。 

補助費等 ： 一部事務組合への負担金や各種団体への補助金など、市町村が他の市町村や民間へ目的を達

成するために現金支給する経費です。 

繰出金 ： 一般会計と特別会計や、特別会計相互間に支出される経費です。 
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財政の弾力性・健全性 

経常収支比率の推移 

財政構造の弾力性を示す指標として経常収支比率✐があります。端的にいえば、固定的な経費以外

にどれだけの一般財源を使うことができるかを示す指標です。 

本市の比率は、平成18年度に税制改正による税源移譲などのため市税が大幅に増加したことなど

から比率は低下しましたが、その後再び90％を超え、非常に高い状況が続いています。 

平成26年度については、経常収支比率の分

母となる歳入は市税や地方消費税交付金な

どの増があるものの臨時財政対策債の借入

れを抑制したことにより対前年度比2.0％

の増に留まった一方、分子となる歳出は消費

税率の引き上げの影響などにより対前年度

比2.9％の増となりました。その結果、経常

収支比率は92.3％となり、前年度から0.8

ポイント悪化しました。26市の平均90.8%

より高い水準にあり、一般的に80％を超え

ると財政の弾力性を欠いている状態にある

と言われていることから、依然として、政策

的に使えるお金が少ない状態にあると言え

ます。 

歳入経常一般財源✐が歳出経常経費充当一

般財源✐を上回るほど、市民要望を実現する

新規事業などの自主的な施策の充実を図る

ことができます。平成26年度は市税などの

増に伴い歳入経常一般財源は前年度に比べ

改善しました。 

今後、『元気都市 あきしま』の実現に向

けて、積極的に各種事業を展開していくため

にも、引き続き歳出経常経費の伸びを抑え、

財政の弾力性の回復を図る必要があります。 

✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐ 用語解説 ✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐ 

経常収支比率 ： 経常的な歳出経費に使う一般財源額に対して、市税など毎年経常的に入ってくる一般財源額の比

率。したがって、この比率が低いほど普通建設事業費などの臨時的な経費への対応力が大きくな

ります。一般的に80％を超えると財政の弾力性を失いつつあるといわれています。 

経常収支比率 ＝ 
歳出経常経費充当一般財源額 

× 100 
歳入経常一般財源額＋減税補塡債＋臨時財政対策債 

歳入経常一般財源 ： 一般財源のうち、市税(都市計画税を除く)や地方消費税交付金など安定的に収入されるものをい

います。 

歳出経常経費充当一般

財源 

： 人件費や扶助費など行政活動を行う上で経常的に支出される経費に対して、国や都からの補助

負担金などを除いた一般財源充当額。 
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市債現在高の推移 

市債には学校や道路などの建設資金として借り入れる「建設事業債」と、地方の財源不足を補う

ために特別に借入れが認められる減税補塡債✐や臨時財政対策債などの｢赤字地方債｣があります。 

平成26年度の市債借入額は19億9千万円

でした。そのうち建設事業債が8億4千万円、

臨時財政対策債が11億5千万円となってい

ます。市税や地方消費税交付金が増となる中、

認められる赤字地方債の額も縮小傾向にあ

り、今後、赤字地方債の借入れに頼らない自

主・自立した財政運営ができるように、歳入

の確保と歳出の抑制が課題となっています。 

 

【主な市債借入額】 

建設事業債  赤字地方債   

市庁舎建設及び市庁舎周辺道路整備（4～14年度） 35.0億円 減税補塡債（6～8年度） 38.8億円 

保健福祉センター建設（11～13年度） 13.6億円 （10年度） 7億円 

拝島駅周辺整備等（16年度～） 27.0億円 （11～18年度）   17.2億円 

環境コミュニケーションセンター整備（21～22年度） 19.6億円 臨時財政対策債（13～26年度） 153.1億円 

 

市債残高については、建設事業債借入額は

前年度より増となったものの、赤字地方債

借入額を抑制し、借入額総額を元金償還額

以下としたことから、対前年度比3億1千万

円減の228億6千万円となりました。しか

し、今後も大規模建設事業が見込まれてい

ることから、建設事業債を計画的に活用し

ていく必要があります。また、赤字地方債

は残高に占める割合が増加傾向にあり、今

後の抑制が課題となっています。 

 

 

市民一人当たりの市債現在高は202,810円

となり、26市の平均204,574円に比べ

1,764円低い水準となっています。 

平成26年度は前年度より借入額が増となっ

たものの、借入額を元金償還額以下に抑制し

たことから、前年度に比べ市債現在高は減少

しました。 

 

 

✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐ 用語解説 ✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐ 

減税補塡債 ： 国の景気対策としての減税の影響による市税収入の減少分を補うために発行が許可される地方

債。（平成6年度～8年度 平成10年度～18年度） 
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基金現在高の推移 

本市では、財政調整基金✐のほか公共施設整備

資金積立基金などの特定目的基金を設置し財政

運営を行っています。財政調整基金は年度間の

財源調整のために、公共施設整備資金積立基金

は公共施設整備のために積み立てている基金で

す。また、退職手当資金積立基金は単年度の退

職者数の大幅な増加に伴う収支の不均衡を補う

目的で積み立てている基金です｡なお、平成26

年度末で拝島駅周辺整備資金積立基金を廃止し、

特定目的基金は８つとなりました。 

平成3年度以降、市税の伸び悩みや収益事業収

入が減となる反面、大規模建設事業の実施や扶

助費などの支出が増加してきたことにより、収

支の均衡を図ることが困難となったことから、

基金の取崩しを行ってきました。 

平成26年度についても前年度に引き続き、翌

年度以降の財政需要に備え、基金取崩しの抑制

を図った結果、財政調整基金、公共施設整備資

金積立基金及び退職手当資金積立基金の取崩し

はありませんでした。一方で、立川基地跡地昭

島地区整備費国庫負担金や廃止した土地開発基

金の残高相当額を含め、今後の事業に備えて多額の積立を行ったため、基金残高は全体で96億5

千万円となりました。 

今後の市税収入の動向が懸念される中、大規模建設事業の実施や特別会計繰出金の増加、職員の

大量退職などから多額の基金取崩しをせざるを得ない状況が見込まれ、引き続き厳しい財政運営が

予測されます。 

市民１人当たりの基金現在高は、85,612円と

なり、26市の平均63,539円に比べ22,073円

高い水準となっています。今後の財政需要に備

え、財政調整基金などの取崩しの抑制を図った

ことに加え、多額の積立を行ったことから前年

度に比べ基金現在高は増加しました。 

 

 

 

 

 
✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐ 用語解説 ✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐ 

財政調整基金 ： 年度間の財源調整を行い、財政の健全な運営を図ることを目的とした基金。 
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健全化判断比率及び資金不足比率 

制度のあらましと平成２６年度の算定結果 

平成19年度決算から「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づいて新たな財政指標を

算定し公表することが義務付けられました。これは地方自治体の財政破綻を未然に防ぐために財政

の健全性を判断し、悪化した場合には早期の健全化につなげるものです。今までの制度とは異なり、

特別会計や地方自治体が加入する一部事務組合なども指標算定の際の対象に含まれています。 

実質赤字比率など4つの指標からなる健全化判断比率には国が定めた早期健全化基準が設けられ

ており、この基準を1つでも超えると、財政健全化計画を定めて悪化した市の財政を建て直すこと

になります。また、公営企業については、会計ごとに資金不足比率を算定することになっており、

経営健全化基準が定められています。 

平成26年度の健全化判断比率・資金不足比率の状況は下記の表のとおりです。 各指標それぞれ

の算定方法などについては次ページ以降で解説します。 

 

健全化判断比率と早期健全化基準 

指標の名称 健全化判断比率 早期健全化基準 財政再生基準 26市平均 

実質赤字比率 － 12.39％  20.00％  － 

連結実質赤字比率 － 17.39％  30.00％  － 

実質公債費比率 1.2 ％ 25.0％  35.0％  1.1％  

将来負担比率 － 350.0％  － － 

※実質赤字額・連結実質赤字額がない場合及び将来負担比率が算定されない場合は「－」と表しています。 

 

資金不足比率と経営健全化基準 

指標の名称 資金不足比率 経営健全化基準 26市平均 

下水道事業特別会計 － 20.0％  

－ 中神土地区画整理事業特別会計 － 20.0％  

水道事業会計 － 20.0％  

※資金不足額がない場合は「－」と表しています。 

 

上記のとおり、健全化判断比率はいずれも早期健全化基準を大きく下回り、資金不足額について

も発生していません。これらの指標では本市の財政状況は健全であることを示す結果となりました。 

実質赤字比率、連結実質赤字比率及び資金不足比率は、単年度の収支の状況を表すもので、赤字

にはなっていませんが、今までお伝えしてきたとおり、財政構造の弾力性を表す経常収支比率は高

く、財政の硬直化が進んでいます。また、実質公債費比率及び将来負担比率は、借金（負債）の単

年度及び将来に係る状況を表すものですが、基準を下回っているとはいえ赤字地方債が残高の半分

以上を占めている現状では、赤字地方債の借入れに頼らない自立した財政運営が求められています。 
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実質赤字比率 

実質赤字比率✐は、市の財政規模（標準財政規模✐）に対する一般会計の赤字額の割合を示しま

す。家計に例えると、１年間の収入と支出を比べて、赤字になった額が家計の規模に対してどのく

らいの割合であったかということです。 

平成26年度決算においては黒字となり、実質赤字比率は算定されませんでした。 

※以下、特に断りのない場合、単位はすべて千円です。 

 

 

 

 

 

 

連結実質赤字比率 

連結実質赤字比率は、市の財政規模に対する全会計の赤字額の割合を示します。家計に例えると、

仕送りを受けて一人暮らしをしている子どもなど、お金のやりとりのある世帯をあわせて１年間の

収入と支出を比べて赤字になった額が、主の世帯の家計の規模に対してどのくらいの割合であった

かということです。 

平成26年度決算においては、全ての会計で黒字となり、合計すると4,857,072千円の黒字とな

りました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐ 用語解説 ✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐✐ 

実質赤字額 ： 歳入から歳出を単純に引いた「形式収支」から翌年度に繰り越すべき財源を差し引いた実質収支

が赤字になった場合の、当該赤字額を言います。ただし、地方公営企業法が適用される水道事業

会計の赤字額は、企業債及び引当金を除く流動負債から貸倒引当金を除く流動資産の額を差し引

いた額。また、法非適用宅地造成事業の中神土地区画整理事業特別会計は、実質収支と土地収

入見込額の合計が赤字になった場合の額となります。 

標準財政規模 ： 普通交付税の算定にあたり、市税や地方消費税交付金などの一般財源（何にでも使えるお金）の

収入額がどのくらいの規模であるかを示す数値を言い、各自治体の財政規模を表します。なお、国

の財源が不足しているため普通交付税の代わりに臨時的に発行できるとされた借金（臨時財政対

策債）の額を含みます。 

参考：全会計の赤字額内訳　　

一般会計 ：なし (1,258,810)

国民健康保険特別会計 ：なし (233,676)

介護保険特別会計 ：なし (177,605)

後期高齢者医療特別会計 ：なし (24,267)

下水道事業特別会計 ：なし (342,182)

中神土地区画整理事業特別会計 ：なし (28,222)

水道事業特別会計 ：なし (2,792,310)

連結実質赤字比率(%)

－

全会計の実質黒字額が4,857,072千円でしたの

で、実質黒字比率を算定すると23.02％となり

ます。

全会計の実質赤字額

21,090,890

（参考）

な　　し

＝

標準財政規模

一般会計の実質赤字額

21,090,890

実質黒字額が1,258,810千円でしたので、実質黒
字比率を算定すると5.96％となります。

（参考）

な　　し
実質赤字比率(%)

＝
－

標準財政規模
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実質公債費比率 

実質公債費比率は、市の財政規模に対する、特別会計などを含めたすべての借金の返済に充てた

税などの割合を示します。家計に例えると、住宅ローンなどの借金返済額が、1年間の家計でどの

くらいの割合を占めていたかということです。 

なお、前3箇年の平均値を平成26年度決算の実質公債費比率として扱います。 

平成26年度の実質公債費比率は、借金返済額等の減などにより単年度の数値が減少したことに加

え、比較的高い水準であった平成23年度の単年度数値1.50857が算定から外れたことで、対前年

度比0.2ポイント減の1.2％となりました。 
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借金返済額等 ： 通常、借金返済額（公債費）として扱うものは一般会計が直接支出する借金返済額だけですが、

実質的に借金返済額と考えられるもの（実質公債費）として、特別会計や一部事務組合の借金返

済に充てるために一般会計が支払った額や、公債費に準ずる債務負担行為に係る支払額（例え

ば土地開発公社から市が買い戻す土地の代金など）を、この指標では含みます。 

特定財源： ： 使途が定められていてほかには使えない収入のことで、都市計画事業のための借金返済に充て

ることができる都市計画税などです。 

普通交付税措置額： ： 臨時財政対策債など普通交付税算定上の需要（支出）額に含まれる借金返済額のことです。これ

らは国の施策による借金であり、実質公債費比率の計算において、分母・分子ともに差し引くこと

になっています。 
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％ 

年度 

実質公債費比率の推移 

昭島市 26市平均 全国市区町村平均（平成26年度は未発表） 

参考：借金返済額等内訳　　 参考：特定財源・普通交付税措置額内訳

一般会計が直接支払った借金返済額 ： 特定財源 ：

特別会計の借金返済に充てるための繰出金 ： 交付税措置額 ：

一部事務組合の借金返済に充てるための負担金 ：

公債費に準ずる債務負担行為に係る支払額 ：

(小数点２位以下切捨て)

3,010,911

比率（％）

平成25年度

比率（％）

平成24年度

比率（％）

859,760

1,950,914

－

－

平成23年度

2,491,727

8,170

96,176

414,838

（単年度）（％）

1.04617

特定財源・普通交付税措置額

2,810,674

普通交付税措置額

1,950,914

借金返済額等

＝

実質公債費比率

1.417031.404831.04617

＋＋

実質公債費比率

（％）

1.2

3 ＝÷

21,090,890

標準財政規模
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将来負担比率 

将来負担比率は、市の財政規模に対する今後支払う負債に充てる税などの割合を示します。家計

に例えると、住宅ローンなどでまだこれから払わなければならない残額から貯金などを差し引いた

金額が、１年間の家計の規模と比べてどのくらいかという割合です。 

平成26年度の将来負担比率は、前年度に比べ一般会計の借金の残高が減となったことや退職手当

負担見込額が減となったことなどにより将来負担額が減少したことに加え、充当可能基金が増加し

たことなどにより、将来負担額を充当可能財源等が上回り、将来負担比率は算定されませんでした。

なお、下記の計算式にそのまま当てはめて比率を算定した場合、対前年度比9.7ポイント減の 

－8.1％になります。 
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将来負担額： ： 実質公債費比率で扱った借金返済額等の残高にあたり、一般会計の借金の残高のほか、特別会

計や一部事務組合の借金の残高のうち繰出金や負担金といった形で一般会計が支払うと見込ま

れる額、債務負担行為として既に支払契約を結んでいるものに対する今後の支払額及び職員の

退職金などの総額になります。 

充当可能財源等： ： 年度毎に入ってくる一般財源以外で、借金返済に使える財源のことで、今ある貯金の額や、都市

計画事業債の返済に充てることができる都市計画税等の特定財源の今後の収入見込額です。 

なお、実質公債費比率と同様、普通交付税措置額は分母・分子ともに差し引くこととなっており、

分子からは今後措置される借金総額を、分母からはその年度に措置された返済額を差し引いてい

ます。 
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将来負担比率の推移 

昭島市 26市平均 全国市区町村平均（平成26年度は未発表） 

参考：将来負担額内訳　　 参考：充当可能財源等内訳

一般会計の借金の残高 ： 充当可能基金 ：

特別会計の借金残高のうちち一般会計支払見込額 ： 充当可能特定財源 ：

一部事務組合の借金残高のうちち一般会計支払見込額 ： 普通交付税措置額 ：

公債費に準ずる債務負担行為に係る今後支払額 ：

職員退職金 ：

＝

　　　

将来負担額

標準財政規模

32,782,248

1,950,91421,090,890

充当可能財源等が将来負担額を上

回り、将来負担比率はありません

でしたが、計算式にそのまま当て

はめると－8.1％となります。

－

－

22,862,191

56,611

337,685

2,672,722

6,853,039

充当可能財源等

34,347,553

普通交付税措置額
（参考）

将来負担比率（％）

8,883,304

5,970,613

19,493,636

－
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資金不足比率 

資金不足比率は、公営企業の事業規模に対する資金不足額（赤字額）の割合を示します。 

全ての公営企業会計において、資金不足額（赤字額）は発生していないため、資金不足比率は算

定されませんでした。 

 

（1）下水道事業特別会計 

資金不足額

2,036,101

資金剰余額が342,182千円でしたので、資金
剰余比率を算定すると16.8％となります。

（参考）

－
資金不足比率(%)

＝
－

事業の規模

 

（2）中神土地区画整理事業特別会計 

資金不足額

28,222

資金剰余額が28,222千円でしたので、資金剰余
比率を算定すると100.0％となります。

（参考）

－
資金不足比率(%)

＝
－

事業の規模

 

（3）水道事業会計 

資金不足額

1,654,130

（参考）

－
資金不足比率(%)

＝
－

事業の規模
資金剰余額が2,792,310千円でしたので、資金剰

余比率を算定すると168.8％となります。
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資金不足額： ： 下水道事業特別会計及び中神土地区画整理事業特別会計は、実質赤字額と同じです。水道事

業会計では、企業債及び引当金を除く流動負債から貸倒引当金を除く流動資産の額を差し引い

た額となります。 

事業の規模： ： 営業収益の額から受託工事収益の額を差し引いた額（又はそれに相当する額）のことです。な

お、中神土地区画整理事業特別会計では、実質黒字額と土地収入見込額の合計額となります。 
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今後の財政の健全化に向けて 

本市の財政状況については、平成26年度決算では、歳入の根幹を成す市税収入は前年度

を上回ったものの、歳出において扶助費や普通建設事業費の増加などから、5億円を超え

る普通交付税の交付を受けても、なお11億5千万円の臨時財政対策債の借入れにより財源

補塡をせざるを得ない、大変厳しい状況にありました。平成27年度においても、当初予算

では基金からの繰入れ及び臨時財政対策債の借入れをあわせて21億5千万円の計上を行

い、その後２回の補正予算を経て、前年度からの繰越金や行財政健全化の効果額を反映し

ても、未だ17億8千万円の計上が続いています。 

こうした中、平成28年度以降の財政環境については、歳入においては、回復基調にある

現在の社会経済情勢から、市税収入や各種交付金などに一定の改善は見込まれるものの、

現時点において一般財源収入の大幅な改善を見通せる状況にはありません。一方で、歳出

においては、立川基地跡地昭島地区整備事業、（仮称）教育福祉総合センター整備事業の

本格化や、東中神駅自由通路整備事業、都市計画道路３・４・１号整備事業など、並行し

て進めなければならない大規模建設事業に伴う普通建設事業費への対応に加え、扶助費で

は、生活保護費のほか、子ども子育て支援新制度への移行や保育園の待機児童解消策の推

進などから児童福祉費など、引き続き多額の財政需要が見込まれています。さらには、平

成27・28年度で策定する公共施設等総合管理計画を受けて、公共施設の更新や統廃合に

係る経費が今後見込まれる状況であり、国・都支出金などの特定財源の積極的な確保に努

めた上で、基金の取崩しや市債の借入れに頼らざるをえない厳しい状況がしばらくは続く

ものと見込まれます。 

このような状況にあっても、第五次総合基本計画に基づく「元気都市あきしま」の確か

な実現に向け、質の高い魅力にあふれた「新しい昭島」のまちづくりを進めていくために

は、これまで以上に国・都支出金をはじめとした財源の確保に努めるほか、限られた財源

のさらなる有効活用を図り、着実かつ効果的に各種施策を推進することが重要となります。 

本市では、平成27年4月に「昭島市中期財政計画」を策定しました。今後とも市民福祉

の維持増進を図り、適正で効率的なサービスを将来にわたって継続的・安定的に提供する

ために、引き続き行財政改革を推進しながら、将来を見据えた計画的な財政運営に努めて

まいります。 

 

昭島市では、昭島市公式ホームページや広報紙で、下記の財政情報を公表しています。 

□公式ホームページ URL   http://www.city.akishima.lg.jp/060/070/index.html 

   当初予算大綱・概要、補正予算概要 

上半期財政状況・下半期財政状況・決算状況 

   決算カード、財政状況資料集、比較分析表 

健全化判断比率及び資金不足比率の状況 

財政白書（昭島市の財政）、財務書類 

昭島市中期財政計画 

□広報あきしま 当初予算：４月１日号      決算：10月15日号 

   上半期財政状況：12月１日号  下半期財政状況：６月１日号 

   ※広報でのお知らせ時期は前後することがあります。 
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